
令和４年度東京都立大江戸高等学校学校経営報告 
                             

  令和５年３月 校長 髙島 由紀子 

１ 今年度の取組状況 

（１）学習指導 

重点目標 具体的な方策 取組状況 

(ア)生徒の学力向

上に向けた組織

的・継続的な取組

の推進 

 

①学力向上委員会を開催（定期） 

し、学力向上研究（校内寺子屋）事 

業を通して、生徒（１年次）の基礎 

学力の定着を図る。 

②進学対策委員会を開催（定期） 

し、学力テストの分析を各教科で共 

有し、教科指導に生かす 

③習熟度別指導授業、少人数指導授 

業、授業日の空き時間、土曜講習、 

長期休業中を利用した講習等を行 

い、習熟度に応じた学力向上を図 

る。 

④教科担任とクラス担任の連携を密 

にし、出席率・履修率・修得率の向 

上を図る。 

①委員会は年２回開催、参加生徒

延べ84名（１年次67名、2年次９

名、３年次８名）、委員会を定期

化し生徒の学力を教科指導に生か

すのが課題、次年度も事業継続 

②委員会は年２回開催、過去の学

力テストと希望進路先を分析、年

度末に各教科の学習指導と個別指

導の状況・課題を取りまとめ、次

年度の教科指導に生かすのが課題 

③長期休業中に21講座開講、延べ

受講者数223名、昨年度より講座

数２講座減、参加生徒は50名減 

④履修率平均77.6％(昨年度より

４％増)、修得率77.1％(５％増) 

(イ) 「主体的・

対話的で深い学

び」に向けた指導

の充実 

①教科会（月１回以上）を開催し、 

教科マネジメントの定着を図る。 

②「都立高校学力スタンダード」事 

業を通して、生徒の実態を踏まえた 

組織的・効果的な教科指導に取り組 

む。 

③教師道場や指導教諭の授業参観、 

研修センターや民間等による研修に 

参加し、授業力の向上を図る。 

④校内研修を実施し、ＩＣＴ機器、

学習支援クラウドサービスを活用し

た教育活動の充実を図る。 

①ほとんどの教科で教科会を定期

化、新学習指導要領及び観点別評

価について協議、全教科での教科

会の充実が課題 

②学力スタンダード事業における

分析を基に指導内容及び指導体制

を構築、教科の分析を確実に教科

指導に反映し、生徒の学力の向上

につなげることが課題 

③④教員への案内をきめ細かく行

い、意識を高めたが、学んだ内容

を授業改善に生かすことが課題 

（ウ）生徒の学ぶ

意欲の向上に向け

た学習評価の工

夫・改善 

①各教科でルーブリック評価、ポー 

トフォリオ評価、パフォーマンス評 

価など多様な評価方法を研究・実践 

し、学習到達度や学習経過の評価を 

生徒に還元することで学習意欲の向 

上につなげる。 

②相互授業参観（通年）を通して、 

生理解及び教科横断的な指導の工 

夫・充実により学習意欲の向上を図 

る。 

①学習課題の提出等に一人一台端

末を含むＩＣＴ機器の活用により

生徒の学習経過、到達度や理解度

等を多面的に把握、教科の特性に

応じ、効果的な機器の活用を推進

し、生徒の学習意欲をより向上さ

せるのが課題 

②ほとんどの教員が相互授業参観

をし、ＩＣＴ活用した授業改善を

検討しているが個人差が課題 

（エ）言語能力の

向上に向けた読書

（新聞も含む）活

動の充実 

①授業、ホームルーム活動、年次行 

事等において図書館利用の推進、読 

書活動の活性化を図る。 

②一人一冊以上読破を目指すととも 

に、校内「高校生書評合戦」に取り 

組む。 

 

① 授業等における図書館利用が 

活性化したこともあり、貸出冊数

は6,587冊（生徒5,373冊、教職員

1,214冊）となり、昨年度より約

13％貸出冊数が増加した。本校生

徒手作りポップが全国学校図書ポ

ップコンテストで受賞②代表生徒

が準決勝進出 



（オ）英語による

コミュニケーショ

ン能力の育成 

①ＪＥＴやＡＬＴを積極的に活用 

し、語学力の向上、異文化理解の促 

進を図り、英語によるコミュニケー 

ション能力を高める。 

①教科内研修を通して、ＪＥＴ及

びＡＬＴ等と連携した授業実践を 

推進、生徒の実態を捉えた教科指

導、留学等の情報提供により1名

が留学に踏み切った。 

 

（２）生活指導 

重点目標 具体的な方策 取組状況 

（ア）安心・安全

な学校生活の推進 

 

①全教職員による授業規律を徹底 

し、落ち着いた学習環境を整える。 

②授業開始と終了の時間を徹底して 

生徒の時間を守る意識を高める。ま 

た、終始のメリハリをつけるために 

挨拶を励行する 

③いじめに関する調査を実施し、い 

じめの未然防止・早期発見・早期解 

決を徹底する。 

①ほとんどの授業で授業規律が定

着、個別対応を継続 

②外部来校者に対する生徒の挨 

拶は改善に向かいつつあるが、教

員からの生徒や保護者への丁寧な

挨拶を通して更なる改善を目指

す。 

③組織的な取組を実施、家庭と連

携しながら早期発見・改善を徹底 

（イ）生徒一人一

人の社会的・職業

的自立の実現に向

けた規範意識(生

活習慣、身だしな

み)の育成 

①生活指導基準を基に、全教職員に 

よる統一した生活指導（遅刻防止、 

頭髪及び服装等）に取り組む。 

②公共の場や交通機関、学校生活を 

送る上でのルールやマナーを厳守さ 

せ、規範意識を高める。特に、全教 

職員の指導によるＳＮＳルールの徹 

底を図る。 

①個々の生徒の状況を教職員全体

で共有しながら指導・支援を継

続、個々の生徒の状況を共踏まえ

た指導・支援方針の共有が課題 

②機会を捉えた指導を継続、一人

１台端末を見据え、家庭との連携

の強化と継続した指導が課題 

（ウ）生徒一人一

人に応じたきめ細

やかな組織的指導

の徹底 

①教育支援委員会を開催（定期）

し、生徒一人一人の状況を早期に把

握・共有し、生徒の状況に応じた指

導体制を構築する。 

②ＳＣ、自立支援チーム、その他専

門機関と連携し、中途退学や不登校

の未然防止を図り、生徒の自立につ

なげる。 

③１年次の二人担任制、２年次生以

上の担任と副担任の連携により、多

面的な生徒支援を継続して行う。 

①委員会はほぼ毎週行い、校長も

参加し年間25回開催、指導・合理

的配慮を含めた支援体制を構築 

②ＳＳＣを含めた専門家の支援・

助言を踏まえた指導・支援体制を

構築、専門家と教員間の情報共有

を図り、生徒・保護者の状況に応

じた指導・支援を実施、教員間の

早期の気付きと体制づくりが課題 

③１年次二人担任継続、教員間の

多様な見方を生かした指導が課題 

（エ）校内美化、

環境に配慮した意

識と実践力の向上 

①委員会活動を中心に、校内美化に

努めるとともに、節電、省エネに向

けた意識と実践力の向上を図る。 

①委員会活動を通して生徒の主体

性を伸長、校内美化の徹底、使用

していない教室の消灯等が課題 

 

（３）進路指導 

重点目標 具体的な方策 取組状況 

（ア）コミュニケー

ション能力、社会性

の育成を踏まえたキ

ャリア教育の充実 

①キャリア教育全体計画を基に、組

織的なキャリア教育を実践する。 

②キャリア教育推進委員会を中心

に「チャレンジ指定科目」の指導内

容・指導方法を常に検討し、改善を

図る。 

③計画的・系統的なキャリア教育の

取組を通して、自己理解と将来設計

につなげる。 

①②感染症対策を講じた取組を踏

まえ、生徒の実態を捉えた取組を

実践、地域と連携した取組をどの

ように取り戻していくかが課題 

②1年次「産業社会と人間」で 

ライフプランを作成、発表会を実

施、３年次「総合研究」で「高校

生が考える面白い学校」発表会を



実施、系統的に自己理解を深化 

（イ）三修制、四修

制に配慮した進路指

導体制の確立 

①ガイダンスの実施とともに、ハロ

ーワーク、サポートステーション等

との連携を深め、進路指導の充実を

図る。 

②学力テストによる学力の推移の

把握、資格取得の奨励など組織的な

取組を生かした進路指導を行う。 

①就職、公務員、専門学校及び大

学・短大進学を目指す生徒の進路

希望に応じた進路ガイダンスを実

施、進路決定率80.5％ 

②学力テスト年２回実施、進学対

策委員会による結果分析を継続、

資格取得者116名と昨年度より減

少。 

（ウ）個々の希望進

路の実現に向けた組

織的な指導の充実 

①特別な支援を必要とする生徒に、

組織的な就労支援体制等を構築し、

卒業後の移行支援を見据えて指導

する。 

②特別支援教育コーディネーター

を中心に、特別支援学校のセンター

機能を活用した進路指導の充実を

図る。 

③進路指導部、年次(複数担任制及び

担任と副担任の連携)、教育支援委員

会等が綿密に連携することで本校

での卒業を大切にし、進路未定者を

減らす。 

①②教員間の生徒理解を深める情

報共有会を年４回実施、希望進路

実現のための指導計画・指導体制

を共有、生徒理解を組織的に深め

るために校内研修を年２回実施、

今後も校内研修を通して支援体制

を再考することが課題 

③自立支援担当教員を中心に生

徒の自立支援に関わる取組を実

施、単位修得率の平均77.1％、履

修と併せ修得率の向上に向けた組

織的な取組が課題 

 

（４）特別活動・部活動・その他 

重点目標 具体的な方策 取組状況 

(ア)感染症対策を講

じた生徒会活動、学

校行事の取組 

①これまでの生徒会活動、学校行事

を精選し、感染症対策とともに創意

工夫を図った生徒会活動、学校行事

に取り組む。 

①中学校グラウンドを借用して全

生徒を一度に集めての体育祭を実

施、参加率81％、全校生徒による

飛翔祭(文化祭)を実施、参加率

80％、更なる参加率の向上が課題 

(イ)生徒の連帯意

識、自己有用感や社

会性を高める活動の

充実 

①年次集会や部集会を活用し、講話

や生徒会からの情報発信等を通し

て大江戸高校生としての自覚と連

帯意識を育む。 

②部活動加入を促進し、生徒の体力

や気力の向上を図るとともに、達成

感や満足感を経験させることで、主

体的に活動することの意義を感じ

させ、リーダーの育成を図る。 

③地域における生徒会活動、部活動

の取組を通して自己有用感や社会

性を高める。 

①生徒が一堂に会する際、生徒会

役員が中心となって会を運営、生

徒主体の活動を推進 

②部活動加入率43％、昨年度より

2％向上、本年度は写真、演劇、

ハンドメイド、陶芸同好会が部へ

昇格。昼夜間三部制における活動

時間及び活動場所の課題を踏ま

え、各部活動における部員の定着

が課題 

③江東区民祭りに参加するなど、

地域連携の取組を再開 

（ウ）地域と連携し

た防災教育の充実 

①地域と連携した避難訓練等を実

施し、社会連帯の精神と責任を重ん

ずる態度を育成する。 

①防災教育推進委員会開催に合わ

せて避難訓練を実施、江東区及び

消防署担当者による講話を実施 

（エ）体罰、暴力的

指導、行き過ぎた指

導のない部活動指導

の徹底 

①部活動の顧問教諭は、部活動の

「指導方針等」を作成し、生徒・保

護者に対して説明を行い、さらに保

護者に対して指導状況の参観の機

会を設ける等体罰防止に向けた取

組を行う。外部指導員については、

①感染症対策を踏まえた部活動を

実施、感染症対策から保護者等の

参観は未実施、次年度から一部の

部活動において部活動指導員を配

置、その他外部指導員と併せ、顧

問を通して手続きや生徒指導の徹



経営企画室を含めて委嘱・承諾を適

切に行う。 

②体罰について、実態調査とともに

校内研修を行う。 

底が課題 

②管理職による校内研修の実施、

体罰の実態調査から生徒の声を掌

握、体罰の未然防止の徹底が課題 

（オ）オリンピッ

ク・パラリンピック

教育の推進（事後） 

①昨年のオリンピック・パラリンピ

ックに向けて培われてきたボラン

ティアマインドや国際感覚を基に

学校 2020 レガシーの取組を推進す

る。 

①パラリンピアンの講演とブラ

インドサッカーの体験を通して、

ボランティアマインド、多様性の

理解等を促進、レガシーの継承が

課題 

 

（５）健康づくり 

重点目標 具体的な方策 取組状況 

（ア）体力向上に向

けた取組の充実 

①大江戸ＢＴＰの取組、部活動、

「アクティブプラン to 2020」に

基づき、体力向上を目指す。 

①生徒の体力の実態等を踏まえ、

大江戸ＢＴＰを再考・実施、今後

も生徒に応じた取組を推進 

（イ）多様な生徒に

対応した教育相談体

制の確立と事故防止

に向けた取組の推進 

①心と体の健康づくりへの組織的

な取組を行い、生命に関わる事故

の未然防止を図る。 

②「精神科医による校医事業」、

「都立高等学校等への特別支援教

育心理士巡回相談事業」及び「通

級指導」を通して、専門家のコン

サルテーションを生かすとともに

関係機関との連携を図る。 

①保護者と連携した生徒情報を教

職員間で共有し、事故未然防止を

徹底、生徒状況に応じた迅速な校

内体制の構築が課題 

②心理士による巡回相談を効果的

に活用、通級指導の理解を深める

ため校内研修を実施、専門家の視

点を生かし、学校主体の支援・指

導体制を継続 

（ウ）健康づくりに

向けた組織的な指導

の充実 

①学校保健計画に基づき、生徒・

保護者の主体的な意識の向上に向

けた指導の充実を図る。  

②新型コロナウイルス感染症など

の感染症、心の健康づくり、食物

アレルギー等の健康課題を理解す

るための校内研修を実施し、組織

的・具体的な指導を行う。 

③生徒に対し、薬物乱用防止教

室、情報モラル・リテラシーに関

する教室、交通安全教室、喫煙防

止教室等を通して、指導する保護

者にも保健だよりや年次通信の配

布等により、子供理解のための支

援を行う。 

①定期健康診断等の実施、定期的

な保健だよりの配布を通して、健

康管理における主体性を醸成、そ

の都度、生徒の実態を踏まえた指

導体制を整備することが課題 

②年度当初にシミュレーションを

取り入れた食物アレルギー等に関

する校内研修を実施、緊急時の生

徒対応を共有 

③喫煙防止教室は未実施、生徒の

健康維持・向上に関する保護者へ

の情報発信と協力依頼が不十分、

保護者と連携した指導が課題 

（エ）学校給食を活

用した食育の推進 

①栄養職員、給食担当教員、クラ

ス担任等を中心に、学校給食等を

活用した食育の一層の推進を図

る。給食だよりを通して、食に関

する知識と正しい食生活について

理解を深めさせるとともに、食の

楽しさを伝える。 

①年度末にかけて給食の喫食者が

減少する傾向が継続、給食代の値

上がりとともに、規則的な食事摂

取による健維維持の機会を捉えて

行うことが課題、実際の食数率

(喫食率)約85％ 

 

（６）募集・広報活動 

重点目標 具体的な方策 取組状況 

（ア）募集・広報活 ①総務部を中心に、ホームページ ①ホームページ更新回数123回、



動の活性化 等を介して学校情報を積極的に発

信し、応募倍率の向上に向けた組

織 

的な取組を行う。 

②学校見学会、体験授業、学校説

明会、募集要項説明会等の計画的

な実施、適応指導教室、教育相談

室及び１年次生出身中学校等への

訪問を実施し、本校の学校情報を

提供する。 

③退職教職員等ボランティアを活

用し、平日における個別学校見学

を実施する。 

④各種通知文や年次通信等をホー

ムページに掲載し、在校生保者、

中学生やその保護者に対して教育

活動の周知を図る。 

昨年度よりも更新したものの、学

校の取組を迅速に情報発信する体

制づくりが課題 

②感染症対策を講じた見学会・説

明会等を計画通りに実施、授業公

開は感染症の状況を踏まえ、保護

者のみの公開で実施、四校(大江

戸・浅草・一橋・足立東)合同説

明会、江戸川区立中学校進路指導

担当教員を対象とした説明会を実

施、適応指導教室等主催による説

明会に参加し、学校の取組を発信 

退職ボランティアによる個別相談

③118組と例年より減少、日程調

整に課題 

④学校の取組を迅速に情報発信す

るのが課題 

 

（７）学校経営・組織体制 

重点目標 具体的な方策 取組状況 

（ア）組織的・計画

的な学校運営 

①企画調整会議を中心に、主幹教

諭、分掌等主任、経営企画室が一

体となった学校運営に取り組む。 

②校内研修を通して、目指す学校

像及びグランドデザインの共通理

解を図り、一貫した協働的指導体

制による学校運営に取り組む。 

③「ＯＪＴ診断基準」、「執務ガイ

ドライン」を活用し、教員が一体

となって学校運営に当たっていく

体制を整える。 

④「経営参画ガイド」や事例集を

活用し、経営企画室の経営参画を

推進し、教育職員と行政職員が密

接な連携の下、学校運営を進め

る。 

⑤学校経営計画の実現に向け、経

営参画型経営企画室としての機能

強化を図る。 

①企画調整会議(月５・６)、主幹

会議（火７）を開催、主幹会議を

全主幹教諭が参加できる曜日と時

間帯に設定することが課題 

②グランデドザインの見直しにつ

いて、教員と確認してきた内容を

盛り込んだが、共通理解を深める

までに至らなかったことが課題 

③企画調整会議を核とし、組織的

な取組を継続、チャレンジスクー

ルにおける組織体制をその都度見

直し、組織体制を構築 

④朝・昼の全体打ち合わせ、管理

職打ち合わせを通して、教育職員 

と行政職員の動静を確認、周知を

徹底し、共通理解に基づいた学校

運営を継続 

⑤予算執行状況を踏まえ、課題解

決に向けた情報共有の徹底が課題 

（イ）ライフ・ワー

ク・バランスの推進 

①「学校における働き方改革推進

プラン」に基づき、会議の短縮化、

定時退庁を推進し、時間外勤務の

縮減を図る。 

②年間１０日以上の年次有給休暇

の取得に取り組む。 

①TAIMSメールやTeamsを活用した

周知、校務の効率化をより一層図

ることが課題 

②夏季休業休暇と併せて、年休を

取得できるよう、校務体制を構築

するのが課題 

（ウ）自立経営推進

予算の有効活用と学

校環境の整備 

①予算の有効活用と一般需用費に

おけるセンター執行率の向上を図

る。 

②施設・設備の安全確認、効率的

利用の視点から校内外を巡視する

とともに、より安全・安心な学校

① 年度末センター執行率65.9％ 

②施設・設備を起因とする事故な

し、開校以来の経年変化により、

不具合箇所が目立ち、その都度行

政職員と教育職員で共有し改善策

を立案、生徒の安全・安心の確保



環境の整備を図り、不備による事

故をゼロとする。 

を徹底 

（エ）安全管理、危

機管理体制の整備 

①施設・設備の安全管理、非常時

の危機管理体制を整備する。 

①災害発生時における危機管理体

制の機会を捉えて確認継続 

（オ）新学習指導要

領の実現に向けた取

組の推進 

①グランドデザインの見直しとと

もに、目指すべき生徒の将来像の

実現に向けた教育実践について、

全教職員で共通理解を図る。新学

習指導要領の実現と教育目標を効

果的に達成するための教育課程を

編成する。 

①年度末に作成したグランドデザ

インを見直し、育成すべき能力や

目指す生徒像を再確認、新学習指

導要領を踏まえ、自立活動を加え

た教育課程を編成、スクール・ミ

ッションを踏まえ、スクール・ポ

リシーを策定 

 

２ 数値目標 

（１）生徒による授業評価において、満足度・理解度85％以上【満足度・理解度75.5％】 

（２）教員による相互授業参観を学期１回以上、ＩＣＴ機器、学習支援クラウドサービスの活

用推進に向けた校内研修を年間２回以上【各教科のＩＣＴ活用研修：全体２回実施】 

（３）１・２年次の基礎学力テストで、英語、数学の学力段階Ⅾ３を30％以下、Ｃ以上を30％

以上  

  【Ｄ３：  １年英語34.5％、２年英語38.8％、１年数学35.2％、２年数学26.5％】 

  【Ｃ以上：１年英語33.1％、２年英語25.8％、１年数学28.9％、２年数学13.2％】 

 

（４）資格取得を奨励し、資格取得者150名【延べ116名】 

（５）生徒の進路決定率80％以上【80.5％】 

（６）学校行事、年次行事の生徒参加率80％以上【体育祭80％、飛翔祭(文化祭)81％】 

（７）部活動加入率50％以上【43％】 

（８）学校説明会の参加者1,000人以上、個別訪問対応150人以上 

  【学校説明会参加者796人、個別訪問対応118人】 

（９）入選倍率1.３倍以上【応募倍率1.68】 

（10）給食喫食の生徒率（３部生）60％以上、実際の食数率80％以上【約85％】 

（11）ホームページの更新を年間100回以上【123回】 

（12）自律経営推進予算のセンター執行割合60％【65.9％】 

 

 


